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★新会計基準を策定した厚生労働省検討委員会の委員・宮内忍氏と、全国老人福祉

　施設協議会監事として現場の声を発信した宮内眞木子氏による共著

★ を現状を踏まえて豊富な図表とともにわかりやすく解説！

★新会計基準を策定した厚生労働省検討委員会の委員・宮内忍氏と、全国老人福祉

　施設協議会監事として現場の声を発信した宮内眞木子氏による共著

★ を現状を踏まえて豊富な図表とともにわかりやすく解説！

★本書は、改正通知や運用指針・Ｑ＆Aを踏まえて、移行に

際して重要な課題である拠点区分形成等に影響を与え

ると考えられるポイントや準備すべき内容を整理し、わ

かりやすく解説しました。

★社会福祉法人の経営者・実務担当者はもとより、社会福

祉法人に関与する税理士・公認会計士、社会福祉法人の

業務を監督する官庁の担当者に必須の一冊です。

注目の一冊！！

24年度移行法人

25年度移行法人

26年度移行法人

27年度移行法人

新「社会福祉法人会計基準」が平成２３年７月に公表されました。この基準は、平成２４年度から平成２６年度末までの

３年間の猶予期間が設けられながらも、平成２７年度までにすべての社会福祉法人に全面適用されます。

※平成27年３月（26年度決算）まで現行で可。新会計基準 平成24年４月１日から原則適用

への の決定版！



第１章　社会福祉法人会計の特徴
１．新会計基準の制定
⑴はじめに
⑵解消すべき問題点
⑶採られた方策
⑷適用時期

２．社会福祉法人の特徴と会計
⑴社会福祉法人の行為能力と定款記載目的事業
⑵社会福祉法人の事業と会計
⑶事業ごとの財務情報の必要性
⑷事業ごとの財務情報の表示方法

（収入）を科目で区分する方法

３．新会計基準の適用対象範囲
⑴社会福祉法人の事業
⑵社会福祉事業の会計
⑶公益事業の会計
⑷収益事業の会計

４．移行作業の概要
⑴社会福祉法人としての財務諸表の作成
⑵拠点区分の形成
⑶表示の基準の変更（期首貸借対照表の組替）
⑷会計処理の基準の変更

第２章　事業区分の考え方
１．サービス区分の把握
⑴新会計基準におけるサービス区分の内容
⑵実際のサービス区分

２．サービス区分の拠点区分への帰属
⑴新会計基準における拠点区分の内容
⑵拠点区分における財務諸表の作成

３．拠点区分の事業区分への帰属
⑴事業区分と拠点区分の帰属関係
⑵サービス区分と事業区分の関係

第３章　現行会計単位から
　　　　拠点区分への再編の枠組み

１．現行社会福祉法人会計基準適用事業における
現状

⑴社会福祉事業全体で貸借対照表を一つ作成し
ている法人の場合の再編

⑵経理区分ごとに貸借対照表データを保持して
いる法人の場合の再編

２．指導指針適用事業における現状
⑴指導指針適用対象事業
⑵指導指針からの移行における拠点区分の形成

３．障害者（児）施設関連の状況
⑴授産施設会計基準の適用対象
⑵就労会計基準の適用対象
⑶障害者（児）施設等の事業実施状況

４．病院等医療系事業の拠点区分の形成

２．有価証券にかかる修正
３．ファイナンス・リース取引にかかる修正
４．退職給付引当金にかかる修正
５．その他の引当金にかかる修正
６．第４号基本金にかかる修正
７．国庫補助金等特別積立金にかかる修正
８．老健準則からの移行・資本剰余金･利益剰余金

の振替
９．設備資金借入金元金償還補助金にかかる国庫

補助金等特別積立金の設定にかかる修正
10．ワークシート方式による開始貸借対照表の修正

第７章　移行作業の実例
１．移行調整をワークシートで行う場合
⑴併合方式
・フローチャート
・貸借対照表合計表
・勘定科目組替表および勘定科目組替に関す
る情報

・移行修正運算表および移行修正仕訳一覧表
・開始貸借対照表

⑵分割方式
・フローチャート
・貸借対照表合計表
・勘定科目組替表および勘定科目組替に関す
る情報

・移行修正運算表および移行修正仕訳一覧表
・開始貸借対照表

２．移行調整を移行年度の事業活動増減で行う場合
・フローチャート
・開始貸借対照表（甲拠点区分）
・移行修正仕訳一覧表（甲拠点区分）
・試算表（移行調整運算表）

第８章　資料編
１．社会福祉法人会計基準の制定について
（平成23年7月27日雇児発0727第1号・社援発0727

第1号・老発0727第1号）
２．社会福祉法人会計基準の運用上の取扱い等に

ついて
（平成23年7月27日雇児総発0727第3号・社援基発

0727第1号・障障発0727第2号・老総発0727第1号）
別紙１「社会福祉法人会計基準適用上の留意
事項（運用指針）」（抄）

３．別紙２「社会福祉法人会計基準への移行時の
取扱い」（抄）

４．社会福祉法人会計基準の運用上の取扱いにつ
いて（Q&A）（平成23年7月27日事務連絡）

５．社会福祉法人会計基準・注解・運用指針・Q&A
一覧表

⑴社会福祉法人が実施している病院等の事業
⑵病院会計準則等の適用対象
⑶各会計基準における会計単位の状況
⑷新会計基準における拠点区分の形成

第４章　拠点区分への具体的分割作業
１．拠点区分への分割作業の内容
２．資産の分割
⑴現金
⑵預金
⑶未収金
⑷その他の流動資産
⑸固定資産
⑹積立預金等

３．負債の分割
⑴短期運営資金借入金
⑵未払金
⑶預り金
⑷退職給与引当金
⑸設備資金借入金

４．純資産の分割
⑴基本金

計処理
⑵国庫補助金等特別積立金
⑶その他の積立金
⑷前期繰越活動収支差額の分割

５．結果的に生ずる貸借合計額の不一致
６．支払資金残高の確定において留意すべき事項
⑴両者の一致の確認
⑵措置費および保育所運営費によって事業を実
施している拠点区分における留意事項

第５章　開始貸借対照表の組替作業
１．社会福祉法人会計基準から新会計基準への組替
２．指導指針から新会計基準への組替
３．授産施設会計基準から新会計基準への組替
４．病院会計準則等から新会計基準への組替
ア　新病院会計準則から新会計基準への組替
イ　旧病院会計準則から新会計基準への組替
ウ　介護老人保健施設会計･経理準則から新会
計基準への組替

エ　指定老人訪問看護の事業及び指定訪問看護
の事業の会計・経理準則から新会計基準への
組替

第６章　開始貸借対照表の修正
１．開始貸借対照表の修正

内容構成（目次） 実務ですぐに役立つ移行処理の事例も登載！

キ　リ　ト　リ　線

＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞ CLI
CK!第一法規 検　索お試し読み、お申し込みはコチラ

部署名

＜お客様の個人情報の取扱いについて＞
お客様よりお預かりしたお名前・住所等の個人情報は、商品や代金請求書の発送、アフターサービス、弊社商品・サービスのご案内をするために使用いたします。ご同意のうえ
お申し込みくださいますようお願いいたします。ご不明な場合、また個人情報の照会、訂正、削除を希望される場合は、フリーダイヤルにてご連絡ください。お客様よりお預かりしま
した個人情報は、弊社ホームページに掲載の「プライバシーポリシー」に従い適切に管理いたします。

□公用
□私用

　　　　　―　　　　　　―　　　　　ＴＥＬ

@E-mail

ご住所

様　 ㊞

〒　　　―　　　　

フリガナ

ご氏名

機関名

■宛先

第一法規株式会社
FAX　　

この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送りく
ださい。

書店印

取 扱 い

平成　　　　年　　　　月　　　　日上記のとおり申し込みます。なお、代金は現品受領後、請求書により支払います。

＊弊社宛直接お申込いただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービス
　といたします。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円にてお届けいたします。

部申込部数
●定価 本体3,200円＋税 　［コード027177］
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